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＜はしがき＞

本書は、平成15年度～平成18年度科学研究費補助金（基盤研究(C))「地域高校の統廃

合による過疎地コミュニティへの影響に関する社会学的研究」（課題番号15530323）の研

究成果報告である。この研究プロジェクトの最終年にあたる2006年には、小泉純一郎政

権（2001年4月26日発足）が、「改革の本丸」であり首相の悲願であった郵政事業民営

化法案を前年10月に成立させ､政権が同じ森派の安倍晋三氏にバトンタッチされた。2007

年現在、小泉政権の新自由主義的な「構造改革」路線は、経済危機と長期の不況からの脱

却をある程度達成する一方で、弊害として「格差社会」を生み出したのではないか、とい

う認識が広まっている。「格差社会」の表現型として、フリーター等の非正規雇用の増大・

雇用環境の劣悪化と生活機会の地域間格差拡大とがしばしば指摘されている。

本研究プロジェクトを企画申請した際（2002年秋）、研究代表者の関心は、新自由主義

的な教育改革が学校統廃合という学校教育制度の合理化･効率化を指図することによって、

地方での教育機会に問題が生ずるだろうという比較的単純な予想にとどまっていた。いま

研究成果をまとめるにあたって、我々は以下のような研究上の基本的考え方を明確にして

いることに気づく。第一に、学校から職業への移行（トラジッション）という教育社会学

あるいは社会階層論の主要テーマを取り扱っているということ、第二に、トラジッション

における（あるいは、職業的地位達成における）地域移動の構造が、歴史的にというだけ

ではなく、今日においても社会を理解する重要な切り口であること、第三に、高学歴化か

ら高原期の安定・継続という成熟学歴社会の出現、およびそれに関連する少子化という事

態が、トラジッション期の地域移動の構造上で作動することで、地域間格差の拡大が生じ

ていること、第四に、地方での生活機会水準に起因する人口問題に対処するためには、少

子化する成熟学歴社会型の教育社会の設計が必要であること、である。

これらの考え方に基づいて、各章が執筆されている。第1章は、石川県のある地域高校

の統廃合の過程を事例として紹介するなかで、合理的（効率的）高校教育システムの設計

が地域からの人口流出を加速していることを指摘する。第2章では、成熟学歴社会の分析

には高校卒業時のライフコースの分岐を捉えることが必要であり、地域的多様性を踏まえ

たシステマティックな高校生調査データの蓄積を提案する。第3章では、これまで把握さ

れてこなかった非大学進学者のローカル・トラックをデータから明らかにしている。第4

章、第5章は、本研究で実施した2つの量的社会調査の資料である。

やや大げさに表現するなら本書は、社会学の総合的視点から「学歴社会と地域社会の設

計」を行うことの重要性を主張する。その実現に向けての具体的提案を行うには、あまり

にも現段階の成果は不十分であるが、その基盤の一部を提示できているように思う。今後

新しいプロジェクトによって、全国的データの収集を図り展開したいと考える。

本研究に関連して、金沢大学平成16年度重点研究経費（若手の萌芽的研究）の補助も

得ることができ、本科学研究費補助金による輪島市住民調査の比較対照として、松任市（当

時）調査が実施可能となった。両調査の対象者の方々にお礼申し上げたい。また、この調

査の実施の全過程で、平成16年度金沢大学文学部授業科目「社会調査実習」の受講生諸

君の協力を得ている。石川県立町野高等学校の本田伸夫校長以下教職員の方々、および高

校生調査の対象者となった町野高校第3学年の生徒の皆さん、石川県教育行政担当者の

方々から、貴重な情報提供をいただいた。記して、心からご協力に感謝申し上げたい。
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